
 

 

大分県土木設計等委託業務成績評定要領（平成２１年３月３１日工検第６９９号） 

改   正   案 現       行 

○大分県土木設計等委託業務成績評定要領 ○大分県土木設計等委託業務成績評定要領 

制定平成２１年３月３１日工検第６９９号  

最終改正 令和６年３月２７日工検第９３４号      

  

大分県土木設計等委託業務成績評定要領 大分県土木設計等委託業務成績評定要領 

（目的） （目的） 

第１ この要領は、農林水産部及び土木建築部が発注する建設工事（ただし営繕工事を除 

く。）に係る測量、調査、設計等の委託業務（以下「委託業務」という。）の成績評定（以

下「評定」という。）に必要な事項を定め、厳正かつ的確な評定の実施を図り、もって

建設コンサルタント等並びに技術者の適正な選定及び指導育成に資することを目的と

する。 

第１ この要領は、農林水産部及び土木建築部が発注する建設工事（ただし営繕工事を除 

く。）に係る測量、調査、設計等の委託業務（以下「委託業務」という。）の成績評定（以

下「評定」という。）に必要な事項を定め、厳正かつ的確な評定の実施を図り、もって

建設コンサルタント等並びに技術者の適正な選定及び指導育成に資することを目的と

する。 

（評定の対象） （評定の対象） 

第２ この要領において評定の対象となる委託業務は、委託業務共通仕様書（「設計業務

等共通仕様書」「測量業務共通仕様書」「地質調査業務等共通仕様書」）に定める、設計

及び計画業務（当該設計及び計画業務と一体として委託契約される場合の土木工事予定地

等において行われる調査業務を含む。）、測量業務、地質・土質調査、試験、解析等に類

する業務とする。 

 ただし、別紙「大分県土木設計等委託業務成績評定要領に基づかない委託業務」に示す

委託業務については、評定を省略することができるものとする。 

 ２ 評定は、原則として１件の最終設計委託業務額が５００万円以上の委託業務につい

て行うものとする。 

第２ この要領において評定の対象となる委託業務は、委託業務共通仕様書（「設計業務

等共通仕様書」「測量業務共通仕様書」「地質調査業務等共通仕様書」）に定める、設計

及び計画業務（当該設計及び計画業務と一体として委託契約される場合の土木工事予定地

等において行われる調査業務を含む。）、測量業務、地質・土質調査、試験、解析等に類

する業務とする。 

ただし、別紙「大分県土木設計等委託業務成績評定要領に基づかない委託業務」に示す

委託業務については、評定を省略することができるものとする。 

 ２ 評定は、原則として１件の最終設計委託業務額が５００万円以上の委託業務につい

て行うものとする。 

（評定者） （評定者） 

第３ 委託業務の評定をおこなう者（以下「評定者」という。）は、次に掲げる検査員、 第３ 委託業務の評定をおこなう者（以下「評定者」という。）は、次に掲げる検査員、



 

 

総括調査員及び主任調査員をいう。 

 ２ 検査員とは、大分県土木設計等委託業務検査要領（以下「委託検査要領」という。）

第２条（１）号に規定する者をいう。 

 ３ 総括調査員、主任調査員とは、委託検査要領第２条（４）号に規定する調査員のな

かから発注者に選任された者をいう。 

総括調査員及び主任調査員をいう。 

 ２ 検査員とは、大分県土木設計等委託業務検査要領（以下「委託検査要領」という。）

第２条（１）号に規定する者をいう。 

 ３ 総括調査員、主任調査員とは、委託検査要領第２条（４）号に規定する調査員のな

かから発注者に選任された者をいう。 

（評定の方法） （評定の方法） 

第４ 評定は、委託業務ごと、評定者ごとに独立して的確かつ公正に行うものとする。 

 ２ 評定の結果は、別記様式第１の委託業務成績評定表（以下「評定表」という。）に

記録するものとする。 

第４ 評定は、委託業務ごと、評定者ごとに独立して的確かつ公正に行うものとする。 

 ２ 評定の結果は、別記様式第１の委託業務成績評定表（以下「評定表」という。）に

記録するものとする。 

２ 評定の結果は、工事成績評定表（別記様式第１、以下「評定表」という。）に記録す

るものとする。 

２ 評定の結果は、工事成績評定表（別記様式第１、以下「評定表」という。）に記録す

るものとする。 

（評定の時期） （評定の時期） 

第５ 評定を行う時期は、検査員にあっては委託検査要綱第３条第２項に定める完了検査

を実施したとき、調査職員にあっては当該委託業務が完了したとき、それぞれに評定す

るものとする。 

第５ 評定を行う時期は、検査員にあっては委託検査要綱第３条第２項に定める完了検査

を実施したとき、調査職員にあっては当該委託業務が完了したとき、それぞれに評定す

るものとする。 

（評定表の提出） （評定表の提出） 

第６ 検査員は、評定を行ったときは、遅滞なく発注者に評定表を提出するものとする。 

２ 委託検査要領第５条に定める工事検査室が行う委託業務の検査員は評定の結果を工

事検査室長に復命するものとする。  

第６ 検査員は、評定を行ったときは、遅滞なく発注者に評定表を提出するものとする。 

２ 委託検査要領第５条に定める工事検査室が行う委託業務の検査員は評定の結果を工

事検査室長に復命するものとする。  

（評定の結果の通知） （評定の結果の通知） 

第７ 発注者は、評定者から評定表の提出があったときは、遅滞なく、当該工事の受注者に

対して､委託業務成績評定点通知書（別記様式第２）及び項目別評定点（別表１）により

評定の結果を通知するものとする。 

第７ 発注者は、評定者から評定表の提出があったときは、遅滞なく、当該工事の受注者に

対して､委託業務成績評定点通知書（別記様式第２）及び項目別評定点（別表１）により

評定の結果を通知するものとする。 

（評定の修正） (評定の修正) 

第８ 発注者は、第７の通知をした後、当該評定を修正する必要があると認めるときは、

評定を修正しなければならない。 

第８ 発注者は、第７の通知をした後、当該評定を修正する必要があると認めるときは、

評定を修正しなければならない。 



 

 

２ 前項の修正を行ったときは、遅滞なく、工事検査室に修正した評定表等の資料および

修正根拠資料を提出しなければならない。 

新設 

３ 発注者は、第１項の修正を行ったときは、遅滞なく、その結果を当該委託業務の受注

者に通知するものとする。 

２ 発注者は、前項の修正を行ったときは、遅滞なく、その結果を当該委託業務の受注者

に通知するものとする。 

（評定結果の公表） （評定結果の公表） 

第９  発注者は、第７条又は前条による通知を行ったときは、別記様式第２の写しと一覧

表（別記様式第８）を通知の翌月末日までに作成し、簿冊に編集して直ちに公表できる

よう工事経理担当部署に保管するものとする。 

第９  発注者は、第７条又は前条による通知を行ったときは、別記様式第２の写しと一覧

表（別記様式第８）を通知の翌月末日までに作成し、簿冊に編集して直ちに公表できる

よう工事経理担当部署に保管するものとする。 

２ 公表は閲覧によることとし、閲覧に際しては、閲覧場所に閲覧簿（別記様式第９）を

備え、閲覧者に必要事項を記載させた後に関係書類を閲覧に供するものとする。 

２ 公表は閲覧によることとし、閲覧に際しては、閲覧場所に閲覧簿（別記様式第９）を

備え、閲覧者に必要事項を記載させた後に関係書類を閲覧に供するものとする。 

３  公表期間は、別記様式第２の写しの発生年度及び翌年度とする。 ３  公表期間は、別記様式第２の写しの発生年度及び翌年度とする。 

削除 

（第２で評定を行った全ての業務が対象） 

４ 公表対象は、土木建築部が発注した土木関係建設コンサルタント業務、測量業務と 

する。 

（説明請求等） （説明請求等） 

第１０ 第７又は第８による通知を受けた者は、通知を受けた日から起算して１４日（休

日を含む）以内に、書面に(別記様式第３)により、通知を行った発注者に対して、評定

の内容について説明を求めることができる。 

第９ 第７又は第８による通知を受けた者は、通知を受けた日から起算して１４日（休日

を含む）以内に、書面に(別記様式第３)により、通知を行った発注者に対して、評定の

内容について説明を求めることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により説明を求められたときは、速やかに、委託業務成績評

定点に係る回答書（別記様式第４）により回答するものとする。 

２ 発注者は、前項の規定により説明を求められたときは、速やかに、委託業務成績評定

点に係る回答書（別記様式第４）により回答するものとする。この場合において必要と

認められるときは、発注者は委託業務成績評定委員会に意見を求めることができる。 

３ 発注者は、前項の回答に際し必要に応じ、審議依頼書（別記様式第６）により委託

業務成績評定委員会に意見を求め、審議結果通知書(別記様式第７)により示された結果

を踏まえて回答するものとする。 

３ 委託業務成績評定委員会に関し必要な事項は、別に定める。 

４ 委託業務成績評定評価委員会に関し必要な事項は、別に定める。  

附則 附則 

この要領は、平成２１年４月１日以降完成検査を行う委託業務について適用する。 この要領は、平成２１年４月１日以降完成検査を行う委託業務について適用する。 



 

 

（平成２１年３月３１日  工検第６９９号） （平成２１年３月３１日  工検第６９９号） 

この要領は、平成２５年４月１日以降に起案する土木設計等委託業務について適用する。 

（平成２１年３月３１日  工検第９９２号） 

この要領は、平成２５年４月１日以降に起案する土木設計等委託業務について適用する。 

（平成２１年３月３１日  工検第９９２号） 

この要領は、平成２７年１０月１日以降に起案する土木設計等委託業務について適用する。 

（平成２７年１０月１５日  工検第４８６号） 

この要領は、平成２７年１０月１日以降に起案する土木設計等委託業務について適用する。 

（平成２７年１０月１５日  工検第４８６号） 

この要領は、平成３１年４月１日以降完了検査を行う土木設計等委託業務に適用する。 

（平成２１年３月３１日  工検第９６７号） 

この要領は、平成３１年４月１日以降完了検査を行う土木設計等委託業務に適用する。 

（平成２１年３月３１日  工検第９６７号） 

この要領は、令和３年４月１日以降完了検査を行う土木設計等委託業務に適用する。 

（令和３年３月２６日  工検第８０７号） 

この要領は、令和３年４月１日以降完了検査を行う土木設計等委託業務に適用する。 

（令和３年３月２６日  工検第８０７号） 

この要領は、令和５年４月１日以降完了検査を行う土木設計等委託業務に適用する。 

（令和５年３月３１日  工検第８８２号） 

この要領は、令和５年４月１日以降完了検査を行う土木設計等委託業務に適用する。 

（令和５年３月３１日  工検第８８２号） 

この要領は、令和６年４月１日以降完了検査を行う土木設計等委託業務に適用する。 

（令和６年３月２７日  工検第９３４号） 

 

  

  

  

  

  

  

  

 


